
令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 増補改良事業 係　　　　　名 水道工務係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 23-1014

ハード事業 4

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 増補改良事業 担
当
部
署

課　　等　　名 上下水道課

会　　　　　計 水道企業会計（資本的支出）

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款 資本的支出

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成16年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

建設改良費

施　策　名 施策33．水道水の安定的な供給 目 増補改良事業

基本事業名 基本事業33－１．水道施設の整備 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 老朽化した水道管

手       段
（活動指標）

漏水事故が多発する鋳鉄管・塩化ビニル管などの老朽管の布設替（更新）を実施。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
昭和28年度に開始された水道事業も60年が経過し水道管の漏水が多発しているため、老朽管の耐震管への更新を計画
的に実施する。

意       図
（成果指標）

①漏水事故等を未然に防ぐことができる。
②耐震化され、地震による断水等の被害を最小限にとどめる。

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

794 92.6%

16.6 18.5 

1,162 

計画

活
動

当年度の老朽管布設替延長 ｍ 1,199 1,296 857 

成
果

老朽管の更新率 ％ 15.9 16.3 111.4% 18.9 

226,461,100 296,869,100 219,203,600 219,203,600 -26.2% 266,000,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

②県支出金 円 26,700,000 26,700,000

①国庫支出金 円 41,000,000 60,333,000

122,012,000 -4.6% 148,000,000

13,232,796 13,232,796 -87.8% 3,501,000

0

20,000,000

④その他（使用料、雑入等） 円 58,761,100 108,636,100

③地方債 円 126,700,000 127,900,000 122,012,000

3,320 3,320 3,320 0.0% 3,320

⑤一般財源 円 57,258,804 57,258,804

4,280 円）(Ｂ) 円 14,209,600 14,209,600

94,499,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 8 8 8 8 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

8

②年間所要時間 時間 3,320

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

六郎丸地内において、生活基盤施設耐震化等交付金を活用し、配水管の更新を行った。
施工延長　配水管　ＤＩＰφ500　Ｌ＝214ｍ

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

14,209,600 14,209,600 0.0% 14,209,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 240,670,700 311,078,700 233,413,200

③人件費（②×＠

-25.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

233,413,200

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

280,209,600

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

・国の老朽管更新に係る補助制度を継続して活用していく。
・「魚津市水道事業新水道ビジョン」に基づき計画的に事業
を実施する。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 収益的収支 係　　　　　名 水道業務係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 23-1013

施設管理 2

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 水道管理運営事業（ボトルドウォーター事業分除く。） 担
当
部
署

課　　等　　名 上下水道課

会　　　　　計 水道事業会計（収益的支出）

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款 収益的支出（水道事業費用）

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 昭和29年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

款に含まれる項全て

施　策　名 施策33．水道水の安定的な供給 目 項に含まれる目全て。但し、ボトルドウォーター事業分除く。

基本事業名 基本事業33－２．安定した水道事業経営 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 ①上水道利用者 ②上水道施設

手       段
（活動指標）

①料金の計算、収納事務
②施設の維持管理、水質検査、漏水修理及び量水器の取替業務。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 上水道事業の運営（維持・管理）

意       図
（成果指標）

①清浄な水を安定的に供給する。
②施設が適切に維持管理される。

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

91,459 100.0%

89.0 88.4 

36 36 100.0% 36 

91,500 

計画

活
動

調定件数 件 91,451 91,183 91,500 

成
果

普及率 ％ 88.5 88.5 

水質検査の実施回数 回 36 36 

99.3% 89.0 

水質検査の合格率 ％ 100 100 100 100 100.0% 100 

464,369,079 460,495,641 533,184,000 486,329,545 5.6% 503,887,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

529,646,000 482,851,695 24.9% 500,595,000④その他（使用料、雑入等） 円 460,263,075 386,473,400

③地方債 円

8,120 8,120 8,380 3.2% 8,380

⑤一般財源 円 4,106,004 74,022,241 3,538,000 3,477,850

4,280 円）(Ｂ) 円 34,753,600 34,753,600

-95.3% 3,292,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 9 9 9 9 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

9

②年間所要時間 時間 8,120

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

上水道取水施設及び配水施設などの維持管理、原水浄水の水質検査、漏水修理及び量水器の取替えなどを行った。
上水道利用者に対する使用料の請求及び徴収を行った。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

34,753,600 35,866,400 3.2% 35,866,400

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 499,122,679 495,249,241 567,937,600

③人件費（②×＠

5.4%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

522,195,945

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

539,753,400

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

引き続き、事業の効率化と安定した事業運営の継続に努め
る。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 管理運営の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針


